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１．はじめに 
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金春梅   

２．「両新」政策とは 

 中国では「両新」と呼ばれる『大規模な設備更新と消費財の買い替え（中国語で「以旧換新」）』 

を促進する政策が2024年から実施されており、今年もより一層の国内需要喚起を目的とし継続され

ています。大連市内の電器店でも店舗 

や売り場の至る所に「家電買い替え」 

と「国家補助金支給」の広告が貼り出 

されています。今回は、中国の「両新」

政策についてご紹介します。 

 低迷している内需景気を立て直すため、2024年3月に国務院は「大規模な設備更新と消費財の買 

い替え（「両新」）を推進する行動方案」を決定し、同年7月に国家発展改革委員会、財政部は共同 

で「『両新』支援策の強化に関する若干の措置」を発表しました。2025年1月、国家発展改革委員会 

は「2025年は『両新』政策の範囲をさらに拡大し、力を入れて実施する」と表明しました。 

【「買い替え」と「国家補助」をうたう電器店の 

看板と売り場のポップ（大連事務所撮影）】 

消費財 補助金支給の基準と金額 備考 

携帯電話 
・最終販売価格の15% 

 （1件最大500元） 

・単品販売価格6,000元以下の製品 

・1人当たり1製品1件の支給 

家電製品（12種類）※ 
・1級エネルギー効率製品：販売価格の20% 

・2級エネルギー効率製品：販売価格の15% 

・各種類の製品ごとに1件の支給 （1件最大2,000元） 

 （エアコン製品は3件まで） 

自動車 
・新エネルギー車購入：2万元 

・排気量2ℓ未満のガソリン車購入：1万5,000元 
・1人当たり1年に1回の支給（1件最大2万元） 

電動自転車 
・基準クリアの新車購入 

 （1台最低300元） 
 

住宅リフォーム 

・最終販売価格の15%（下記以外） 

・1級以上のエネルギー効率/水効率製品：最終販売価格の20% 

・高齢者向けの住宅製品：最終販売価格の30% 

・浄水器、食洗器、掃除ロボット、スマートトイレ、健康 

モニタリング・補助設備（高齢者向け住宅製品）等 

≪表１≫消費財の国家補助金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※補助金支給の対象は、2024年の8種類（冷蔵庫、洗濯機、テレビ、エアコン、パソコン、給湯器、家庭用コンロ、レンジフード）に、2025年は 

 4種類（電子レンジ、浄水器、食洗器、炊飯器）が追加された。対象となる製品には、エネルギーや水の消費効率を示す等級が定められている。 
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３．「両新」を促す金融支援 

 大規模な設備更新による企業の借入負担軽減のため、中国人民銀行は「科学技術革新・技術改造

再融資」政策や「利子補給」政策を実施しました。 
 

（１）中央銀行による再融資政策 

   設備更新の再融資額は、上限4,000億元、金利は1.75%、期間は1年、2回まで延長できます。 

   中国人民銀行は、国家開発銀行、各政策銀行、国有商業銀行、中国郵政貯蓄銀行、各株式制 

   商業銀行など21の金融機関に貸付元金の60%を再融資します。 
 

（２）利子補給政策 

   企業の設備更新のための銀行借入に対し、中央財政を通じて利息補助を与える政策です。基 

   準は企業の銀行融資金利の1.5%、期間は2年間、総額は200億元です。利子補給政策は、最近 

   は一部の消費財の買い替えも対象になり、支援範囲を拡大しています。 

 2024年、消費財の買い替えの支援資金は1,700億元、6,400万人以上の消費者が補助金を得ており、

7000万台以上の自動車、家電、家庭製品が販売され、40万社近くの企業と個人事業主が利子補給を受

けています。また、2024年全国重点分野の設備更新総量は、2000万台以上に達すると試算されていま

す。2025年、中央財政は消費財の買い替え拡大に力を入れ、さらに810億元の支援資金を支給すると 

商務部は発表しました。 

 企業の設備更新と消費財の買い替えを同時に支援する「両新」政策が、有効な投資と消費を促

し、消費の先食いを上回る長期的な経済成長に役立つことを期待しています。 

（１）大規模な設備更新 

   行政機関、事業体、企業を対象とした政策で、工業、電力、物流などの分野において、省エ 

   ネ・排出削減、デジタル化、スマート化を目指した設備投資を推進する政策です。対象とな 

   る設備と取扱企業は予め政府によって指定されています。 
 

（２）消費財の買い替え 

   一般消費者を対象とした政策で、古い製品から、省エネ・スマート型家電製品に買い替える 

   際に補助金が与えられます。補助対象となる製品は一定のレベルをクリアしたものに限られ 

   ており、消費者は各種類の製品ごとに1件の補助を受けられます。詳細は≪表1≫の通りです。 

mailto:info@chojo-hokugin.jp

